
標準仕様書改正等対応表

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図
照会/報告 修正方針

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウンから選

択してください。

「報告」については疑義等がない限り回答

は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウン

から選択してください。

「報告」については疑義等がない限

り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

修正方針（事務局案）への回答

（一部項目については、プルダウンから選択

してください。

「報告」については疑義等がない限り回答は

不要です。）

回答の理由・詳細など

1 令和６年度 ー 制度改正

アメリカ合衆国の軍隊の構成員等が所有する自動

車に係る自動車税等の種別割の徴収方法の見直し

アメリカ合衆国の軍隊の構成員等が所有する自動

車に係る自動車税及び軽自 動車税の種別割の徴

収について、証紙を用いる方法に加え、普通徴収

等の方法 によることができることとする。

－

普通徴収等に対応する

にあたって、標準仕様

書上対応は不要と判

断。

報告 P列「標準仕様書見直し不要の理由」に記

載のとおり

－ －

疑義無し 問題無し

ー

1 ー ー ー 該当なし ー

1 4.0版 ー ー

帳票要件 帳票ID 0130108

「過年度」について、地方団体に確認した定義を

要件の考え方・理由欄へ記載する。

該当年度内にシステムで処理された車両について

実際の取得・廃車が過年度となる車両の件数。

（例：システムへの登録は令和４年４月に行われ

たが、実際の取得日は令和４年３月である場合、

過年度件数として出力する）

○ ● 130108 登録、廃車件数リスト

【要件の考え方・理由】

ー

【要件の考え方・理由】

過年度の件数とは、該当年度内にシステムで処理

された車両について実際の取得・廃車が過年度と

なる車両の件数を指す。

（例：システムへの登録は令和４年４月に行われ

たが、実際の取得日は令和４年３月である場合、

過年度件数として出力する）

ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり － － 疑義無し 問題無し

修正方針通りとする。

2 4.0版 ー ー

「車台番号」の桁数を基本データリスト（軽JIKS

引用）の42桁にする。

○ ● ● ●

0130036

0130073

0130082

0130086

0130089

0130096

0130099

01300100

01300103

・納税通知書（納付書払い）

・税額変更通知書

・ 課税物件異動通知

・転出者変更依頼書

・名義変更依頼書

・標識交付証明書

・廃車申告書兼標識返納書

・廃車申告受付書

・照会事項回答書

【桁数】30　等 【桁数】42 ー 照会 【ご確認】

車台番号の印字方法について、以下ご回答

ください。

①一部省略して（上数桁のみ）印字する運

用はしていますでしょうか。

➁している場合、上から何桁のみ出力して

いますでしょうか。

➂していない場合、業務上省略されること

による支障等があればご回答ください。

確認事項について、

①していない

②－

③車台番号を省略する結果、システ

ム上で車台番号の重複が生じるおそ

れがある（ただし、現実的には42桁

を超える車台番号は殆ど無いと思わ

れる）

①していない（桁あふれの場合は手

書きによる補記で対応）。

③車台番号は車体を識別する固有の

番号であるため、届出者等から正し

く記載するよう求められる可能性が

ある。

①していない

②－

③支障等なし

－ ①省略しておりません。

③一部省略すると、車両の特定が困

難になります。

二輪は電子化されていないため、車台番

号は車両を区別するにあたり、大変重要

な情報です。

③支障なし 意見なし ①していない

③他自治体との突合時に整合性が取

れない場合が考えられるため

①省略する運用は行っていません。

②ー

③正確な車台番号が必要となるもの

（標識交付証明書、廃車申告受付

書、課税物件異動通知書、照会事項

回答書）においては省略されると支

障があると考えます。

①していない。

③支障一部あり。

・納税通知書（納付書払い）

・税額変更通知書

　→当市では車台番号の印字をしていない。全省略

可。

・ 課税物件異動通知

・転出者変更依頼書

・名義変更依頼書

　→同一所有者・同年式・同型式の車両で複数台の

異動が生じた場合、異動車両の取り違え等が生じる

可能性がある。

・標識交付証明書

・廃車申告書兼標識返納書

・廃車申告受付書

　→市区町村をまたぐ譲渡による廃車/取得の申告

や、自賠責保険手続き等で使用が見込まれます。中

古車両の購入や個人間の譲渡により車両を取得した

方が、販売証明書などの番号確認ができる書類を紛

失しており、なおかつ車両に刻印された車台番号が

サビ・傷等により劣化して確認できない場合などは

従前の登録市区町村へ照会/回答の手間が生じるこ

とが予見されます。市区町村、保険会社やその代理

店への影響があると思料します。

・照会事項回答書

　→車台番号そのものが回答が必要な事項に含まれ

る場合があります。（警察・税務署等の調査にて標

識番号や所有者情報のみから車両を特定する場合

や、放置・盗難・事故車両の同定など）

①当該運用は実施していません。

②－

③ 特になし

　照会内容について意見はございま

せん。

　改正・要望内容について、「軽

JNKS」に修正をお願いいたしま

す。

その他 市町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

①➁基本的には全桁印字としており

ました。

➂特に支障ありません。

①していません。

帳票毎に、印字枠に対して印字可能

な文字数分を印字しています。

③についてですが、車台番号は全桁

（もしくは可能な限り多く）印字す

ることで意味があると捉えておりま

す。

そのため、"業務上省略されること

による支障"については判断しかね

ます。

①車台番号の省略は行っていませ

ん。

③省略することにより異なる車両で

あるにも関わらず同一の車台番号が

印字される可能性が考えられます。

①していない。

②-

③自治体では大きな支障は無いと考えるが、

実際にその書類を受け取った先で支障がある

のではないか、懸念がある。

・証明書に正確な情報が記載されないことで

証明の効力があるのか？

・車検や売買、譲渡など実際に取り扱う

ディーラーや整備工場などで支障はないの

か？
「車台番号」の桁数を基本データリスト（軽JNKS引用）の42桁とする。

なお、当該項目を印字する帳票について、一部省略してシステム出力する等の運用は行わないこ

ととする。

3 4.0版 ー ー

帳票レイアウト廃車申告受付書に「交付日」を追

加する。

○ ● ● 1300100 廃車申告受付書

※帳票レイアウトに廃車申告受付書の交付日がな

い

※#3_廃車申告受付書シート赤字参照 ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり 廃車申告受付書（帳票上部の方）に

交付日を追加するのであれば、廃車

申告受付書（自賠責保険用）の方に

も交付日を追加してください。

納税者の手元に残る廃車申告受付書と自

賠責保険用の印字内容は同内容であるべ

きと考えます。

問題無し

修正案のとおりとする。

また、廃車申告受付書（自賠責保険用）も同様に「交付日」を追加する方針とする。

4 4.0版 ー ー

税額変更者リストについて、「税額変更前に出力

する」ものとして該当する機能要件の記載を修正

する。

○ ● 130119

税額変更の処理を行った対象者を抽出し、税額変

更者リストを出力できること。

税額変更処理の対象者を抽出し、税額変更者リス

トを出力できること。

ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり － － 「税額変更処理の対象者」につい

て、変更前の要件（税額変更の処理

を行った対象者を抽出し）の内容も

含んで解釈して問題なければ、変更

後の内容でも問題ありません。

自治体様においては、税額更正を即時で

収納に連携する自治体様もあり、税額変

更前に対象者を特定することは困難で

す。

・変更前の「税額変更の処理を行っ

た対象者」の一覧出力機能はそのま

ま維持する

・変更後の「税額変更前に税額変更

処理の対象者を出力する」一覧出力

機能はオプション機能として新たに

追加する

「税額変更の処理を行った対象者」の一

覧と「税額変更前に税額変更処理の対象

者を出力する」一覧では用途が異なり、

税額変更通知書作成に向けた確認資料等

として前者は必要です。

変更後の「税額変更前に税額変更処理の

対象者を出力する」一覧については、機

能要件の税額変更申告受付において不許

可事由の管理はオプション機能であるこ

と、ユーザーによっては税額変更が決定

したもののみシステムに登録する運用を

行う（申告登録と税額変更処理を同時に

行う）場合があり、全てのユーザーにお

いての必須機能ではありません。

要件（変更前）の方が良いと考えて

います。

更新処理を行う前に税額変更対象者を個

別に抽出してリストを作成するとなると

更新対象であることを管理するための項

目の追加等による対応が必要ではないで

しょうか。

問題無し

本帳票：実装必須から標準オプション帳票とする。

本機能要件：「税額変更の処理を行った対象者を抽出し、税額変更処理結果確認用一覧を出力で

きること」に修正し、備考欄の関連帳票も税額変更処理結果確認用一覧に修正する。

5 4.0版 ー ー

要件の考え方・理由を追加する。

○ ● 0130103 照会事項回答書（汎用）

ー 【要件の考え方・理由】

「WTにて構成員から「「登録」は登録車のみの

制度であり、軽自動車等は「届出」、原付は「申

告」」との意見があったことを踏まえ、文言を修

正した。」

ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり － － 疑義無し 問題無し

修正案通りとする。

6 4.0版 ー ー

「総排気量」「総排気量等」と定義されている箇

所を全て「総排気量又は定格出力」に統一する

○ ● ●

機能

130130

帳票

0130009

0130011

0130023

0130032

0130088

0130091

0130118

機能

他の地方団体標識の廃車申告情報管理

帳票

・車両異動登録一覧

・職権廃車（三輪以上）車両一覧

・検査情報不一致項目リスト

・経年車重課区分・グリーン化特例（軽

課）対象区分一覧

・定置場変更依頼書（汎用紙）

名義変更依頼書（汎用紙）

・軽自動車税（種別割）機械所有証明書

総排気量 総排気量又は定格出力 ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり － － 疑義無し 問題無し

修正案通りとする。

7 4.0版 ー ー

他団体廃車の場合の様式で簡易様式を用いている

地方団体の有無と、有の場合、機能ID0130130

で管理する項目で印字項目は足りるかを確認す

る。

○ ● ● ● ●

機能

130130

帳票

1300100

機能

他の地方団体標識の廃車申告情報管理

帳票

廃車申告受付書

ー ー ー 照会 【ご確認】

他団体廃車の場合の様式で、簡易様式を用

いていますでしょうか。用いている場合、

機能ID0130130で管理する項目で印字項目

は足りるでしょうか。

簡易様式の例として、以下の項目のみを印

字した帳票を想定しています。

標識番号、車台番号、申告者氏名、受付

印、備考

簡易様式を用いている。

標識番号、車台番号、申告者氏名、

受付印、備考　で足りる。

簡易様式を用いていない。 簡易様式は用いていない。 － 当市では申請者が持参した他団体で

発行された廃車申告受付書を受理し

ています。

用いていない 意見なし 用いていない 他団体廃車の場合は廃車申告受付書を交

付していない

簡易様式は用いていません。 当市は例示と同項目の簡易様式を用

いて申告者へ交付しています。

不足か悩ましい点としては、簡易様式の

交付後に、譲渡証明付きの申告受付書が

発行可能か問い合わせを受けた事例が複

数あります。（簡易様式を含む代替書類

で手続き可能かを提出先に問い合わせる

よう案内しています）

利便性のため住所・氏名欄が空欄のもの

を載せることは可能と思われますが、そ

もそも税申告に必須となる第三十三号の

五様式に譲渡証明書の記載欄が含まれて

いるため必要性に疑問があります。

簡易様式を使用しており、左記の簡

易様式の例と同じ項目のみ（標識番

号、車台番号、申告者氏名、受付

印、備考）印字しています。

※ID0130130に記載の項目で印字項

目は充足

　照会内容について回答する立場にあり

ません。

その他 市町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

廃車申告受付書について、簡易様式

を用いているケースはありません。

課税物件異動通知書については、独

自に以下の様式で運用しているユー

ザーを確認しました。

旧市町村名、通知書発行日、旧標識

番号、車名、車台番号、異動（廃

車）年月日、申告者氏名、備考

使用しています。

簡易様式であればID0130130で管理

する項目で印字項目は足ります。

他団体標識については、旧所有者、旧使

用者、旧定置場等の管理はおこなってお

りませんので、自団体標識用の廃車申告

受付書とは異なる様式を使用していま

す。

簡易書式は用いていません。 他団体廃車の場合独自の様式は使用していな

い。

複数様式の帳票を扱うことは自治体様の負担になる

ため、通常の廃車申告受付書と他団体廃車の場合は

同じ様式を使用している。

簡易様式は標準オプションとしてあってもいいが、

必須ではない。

他団体廃車の場合の廃車申告受付書を標準オプション帳票として追加する方針とする。

8 4.0版 ー ー

帳票印字項目・諸元表_013軽自動車税（種別

割）　廃車申告受付書　項目39 ただし書き（譲

渡証明書欄について）を標準オプション項目とす

る。

また、帳票レイアウト上の「下記の欄は、この車

両を譲渡するときに記入してください。」がただ

し書きに該当することを印字項目の「内容」列に

明示する。

○ ● ● 1300100 廃車申告受付書

帳票印字項目・諸元表_013軽自動車税（種別

割）　廃車申告受付書　項目39 ただし書き（譲

渡証明書欄について）：実装必須項目

帳票印字項目・諸元表_013軽自動車税（種別

割）　廃車申告受付書　項目39 ただし書き（譲

渡証明書欄について）：標準オプション項目

帳票レイアウト上の「下記の欄は、この車両を譲

渡するときに記入してください。」がただし書き

に該当することを印字項目の「内容」列に明示す

る。

※＃８_廃車申告受付書シート赤字参照

ー 照会 O列「要件（変更後）」に記載のとおり 賛成 賛成 賛成 － 賛成 特に意見なし 賛成 意見なし 賛成 賛成 賛成 賛成 　照会内容について回答する立場にあり

ません。

その他 市町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

賛成 「#8_廃車申告受付書」シートのD列に

「●」がついてますが、E列に修正する

必要があるかと思います。

賛成 賛成 オプション機能としても運用に問題は無

いと判断しました。

問題無し

修正案通りとする。

（「＃８_廃車申告受付書」シートでは実装必須項目となっていたが、標準オプション項目とす

る）

9 4.0版 ー ー

5.2収納状況照会に、＜収納情報＞として「不納

欠損」を標準オプション機能として追加する。

○ ● 130197 収納状況照会

ー 5.2収納状況照会に、＜収納情報＞として「不納

欠損」を標準オプション機能として追加

ー 照会 O列「要件（変更後）」に記載のとおり 賛成 賛成 賛成 － 賛成 特に意見なし 賛成 意見なし 賛成 賛成 賛成 賛成 　照会内容について回答する立場にあり

ません。

賛成 賛成 オプション機能であるなら問題ないと思

います。

問題無し

修正案通りとする。

10 4.0版 ー ー

本帳票への「現ページ/総ページ数」の項目の要

否を確認する。

○ ● ● ● 130040 納税通知書（口座振替）（汎用紙）

ー 「現ページ/総ページ数」を追加する。 ー 照会 O列「要件（変更後）」に記載のとおり 賛成 賛成 賛成 － 賛成 車両を複数台所有する納税義務者の場

合、この項目が追加されると納通発送時

の確認がより効率的に行えるためです。

賛成 意見なし 賛成 賛成 賛成 賛成 　照会内容について回答する立場にあり

ません。

その他 市町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

賛成 「総ページ数」は、納税義務者単位の

ページ数と捉えております。

※上記であれば、有用と考えますので賛

成としました。

反対 税務システム標準仕様書FAQの解釈の

元、既に欄外へ「現ページ/総ページ数」

を印字するよう開発中です。

実装必須項目として定義され、レイアウ

トが示された場合、再開発が必要となり

ます。

開発に影響がないように、標準オプショ

ン項目として位置づけ、レイアウトは提

示せず、諸元表は参考値として位置付け

ていただきますようお願いいたします。

もし、検討の結果、レイアウトを提示す

る必要があると判断いただいた場合は、

「通知書本文」「納税義務者」間の枠外

右上に印字いただきますようお願いいた

します。

反対 既存項目「通し連番」でページ数の把握

は可能と考えています。

問題無し

開発状況も鑑み、標準オプション項目とする。

11 4.0版 ー ー

本帳票への「現ページ/総ページ数」の項目の要

否を確認する。

○ ● ● ● 0130101 住民票の照会について（回答）

ー ー ー 照会 【ご確認】

本帳票への「現ページ/総ページ数」の項

目の要否をご回答ください。

必要な場合、以下３点をご教示ください。

①照会書の回答様式の作成者は照会元か、

➁何枚になるかは事前に確認できるか、➂

総ページの算出条件は１）～３）のいずれ

か

　1)照会書＋回答書でのページ数

　2)回答書（全体）でのページ数

　3)回答書（照会書番号単位）でのページ

数

不要 不要 不要 － 不要 ページ数の記載がなくても業務に支障が

ないためです。

不要 意見なし 不要 不要 不要 住民票の照会時には、相手方の様式によ

る回答（住民票写し等）の返却を想定し

ているため、こちらの添付する回答様式

が積極的に使用されることは現時点で想

定していません。

よってページ数は不要と思料します。

必要 ①回答様式は照会元が作成することを想

定しています。

②調査対象者の世帯員（世帯主除く）の

人数に応じて枚数を決定しています。

例）世帯員が3人以下の場合：1枚

　　世帯員が4人の場合　　：2枚

　　世帯員が7人の場合　　：3枚

③ 「3)回答書（照会書番号単位）での

ページ数」で印字しています。

　照会内容について回答する立場にあり

ません。

その他 市町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

不要 現ページのみ印字でよい 不要 不要 不要 対象者を選択して個別に発行する形式な

ので1ページずつ出力される想定です。

なので個別にページ数を振る必要は無い

と考えています。

不要 大量帳票ではないため。

一部利用している団体があるため、「現ページ/総ページ数」は標準オプション項目とする。

なお、回答書（照会書番号単位）でのページ数である旨を帳票印字項目の備考に記載する。

12 4.0版 ー ー

機能ID0130189を削除する。（0130107に統合

する。）

機能ID：0130194は「3.1. 税額変更申告受付処

理」にて定義する。

○ ● 130189

130194

審査結果情報管理

減免情報管理

ー 機能ID0130189を削除する。（0130107に統合

する。）

機能ID：0130194は「3.1. 税額変更申告受付処

理」にて定義する。

ー 報告 O列「要件（変更後）」に記載のとおり － － 賛成 特に意見なし 疑義無し 問題無し

修正案通りとする。

13 4.0版 ー ー

全国軽自動車協会からの検査情報の連携につい

て、一部の団体で実施されている各地方軽自動車

協会による加工データの取り込み機能を標準オプ

ション機能として追加する。

○ ● 新規

ー #13_機能要件_軽自動車税（種別割）シート赤字

参照

ー 照会 O列「要件（変更後）」に記載のとおり 賛成 賛成 賛成 － 反対 重要度が高いため、実装必須機能にすべ

きだと考えます。

賛成 意見なし 賛成 賛成 賛成 賛成 　照会内容について回答する立場にあり

ません。

その他 データ要件の標準としては、現在の規定

のまま変更する想定はありません。任意

のレイアウトの中に、標準仕様書に記載

のない項目が含まれていても対応できな

い点をご承知おきください。

なお、標準化の趣旨としては、任意のレ

イアウトではなく決まったレイアウトに

合わせていただくことが前提と考えま

す。任意のレイアウトでなければいけな

い理由がございましたら、ご教示いただ

けますと幸いです。

賛成 標準オプションとしての追加であれば疑

義無し

賛成 確認ですが、この要件は全国軽自動車協

会連合会が提供する軽自動車税納付情報

ファイルの連携とは別の要件との認識で

あっていますでしょうか。

（現行システムにて上記ファイルの連係

機能を有しており、機能要件上の「申告

書パンチデータ取込（ID：0130052）」

に該当すると解釈しているため）

賛成 オプション機能であるなら問題ないと思

います。

反対 条件付きで賛成する。

既に3.0版までの内容を受けて、加工した独自レイ

アウトから全軽協の共通レイアウトやJLISへの変更

をすべくコストをかけて変更を決定し進めている自

治体があり、今さら4.0版にて許容されることで上

記自治体へ不公平な状況となってしまう。

また、基本的に全軽協の共通レイアウトで進めるこ

とが、カスタマイズを生まないための方針である認

識のため、本仕様は標準化の意義に対して逆行して

いるものと考える。

ただし、標準準拠システム稼働までに都道府県の委

託する軽自動車協会ベンダーにて対応が完了しない

など、外的要因で進められない事情がある自治体が

あることも認識している。

要件の考え方・理由に「標準準拠システム稼働まで

に都道府県の全軽協の共通レイアウトへの切り替え

が完了しない等、特別な事情がある場合のみ可とす

る。」などを記載いただきたい。

また、独自レイアウトへのプログラムの対応もある

ため、適合基準日についても記載の考慮をお願いし

たい。

修正案通りとし、意見照会等の結果も踏まえ検討する。

要件（変更後）要件（変更前）要件名

WT（F市）構成員ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄 WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄事務局案 WT構成員（G市）ご回答欄 WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（J市）ご回答欄 WT構成員（K市）ご回答欄 WT構成員（L市）ご回答欄

地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

税制改正による標準仕様書見直し

地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

標準仕様書

への反映
改正・要望内容施行日改正年度

# 標準仕様書見直し不要

の理由

ID分類

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

仕様書分類
WT構成員（A市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（M市）回答欄 WT構成員（N市）ご回答欄 WT構成員（O市）ご回答欄 WT構成員（P市）ご回答欄 WT構成員（Q市）ご回答欄



○○市　税証　第 999999999 号

３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
所有者
１５ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
２０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
２０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
18XXXXXXXXXXXXXXXX １５ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

上記のとおり廃車しました。
NN●年●月●日

【お問い合わせ先】 発行者肩書
９９９-９９９９
●●県●●市●● １－１－１ 発行者名
●●●市役所　●民税課　課税係
TEL 111-1111-1111（内線1111）

下記の欄は、この車両を譲渡するときに記入してください。

譲渡年月日：　　　　　年　　　月　　　日 上記の車両を確かに譲渡しました。

３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
１５ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
２０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
３０ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
NN●年●月●日

　この受付書は、自動車損害賠償責任保険又は自動車損害賠償責任共済の契約を解除する
際に必要ですから、大切に保存してください。
【お問い合わせ先】
９９９-９９９９ 発行者肩書
●●県●●市●● １－１－０
●●●市役所　●民税課　課税係 発行者名
TEL 111-1111-1111（内線1111）

種別

原動機付自転車・小型特殊自動車　廃車申告受付書

所有者

住所

(所在地)

氏名

(名称)

使用者

住所

(所在地)

氏名

(名称)

納税義務者区分
標識番号

定置場
車名

車台番号
型式 型式認定番号

年式 NNＮＮ年式
長さ cm 幅 cm 最高速度 km/h

原動機型式 9999999 排気量 ZZZ9.1002 XXX

NN●年●月●日 廃車事由

備考

受付印

XXXXXXXX
軽自動車税

申告年月日
NN●年●月●日 廃車年月日

譲渡証明書
譲

渡

人

住所 譲

受

人

住所

受付印

氏名 氏名

　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－切り取り線－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

廃車申告受付書（自賠責保険解約用）
氏名（名称）

標識番号
種別

車台番号
廃車年月日

帳票ID 0130100_廃車申告受付書



009004_9_帳票印字項目・諸元表_013軽自動車税（種別割）

帳票ID 0130100

帳票名称

1 証明書タイトル ● 原動機付自転車・小型特殊自動車　廃車申告
受付書

1 無 全角 23 － － － 18 －

2 文書番号 ● 例）税○第 ９９９－９９９９９９ 号 1 無 全角 － － － － 11 － 右上のスペースへ地方団体の要否
に応じて印字有無を選択

3 廃車受付印 ● （押印スペース） － － － － － － － － －

4 標識番号 ● 1 無 全角 15 － － － 11 －

5 車台番号 ● 1 無 全角 30 － － 空白 11 －

6 所有者 住所(所在地) ● 1 無 全角 30/3 － ◯ 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。
非表示設定の場合はアスタリスク
等でマスキングする。

7 氏名(名称) ● 1 無 全角 30/3 － ◯ 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。

8 使用者 住所(所在地) ● 1 無 全角 30/3 － ◯ 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。
非表示設定の場合はアスタリスク
等でマスキングする。

9 氏名(名称) ● 1 無 全角 30/3 － ◯ 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。

10 納税義務者区分 ● "所有者"または"使用者" 1 無 全角 3 － － 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。

11 廃車年月日 ● 1 無 日付型 11 和暦 － － 11 －

12 備考 ● （強制保険用として発行する場合は、自賠責
保険契約解除時に必要な旨を記載）

1 無 半角 30/2 － ◯ 空白 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。

13 証明書本文 ● 例）上記のとおり廃車しました。 1 無 半角 30/2 － － 空白 11 －

14 交付日 ● 1 無 日付型 11 和暦 － － 11 －

15 発行者名 肩書き ● 首長肩書など。
例）●●●長

1 無 全角 13/2 － － － 11 －

16 首長名 ● 首長名など。
例）●●　●●

1 無 全角 12 － － － 11 －

17 種別 ● 1 無 全角 20 － － － 11 －

18 車名 ● 1 無 全角 20 － － 空白 11 －

19 総排気量又は定格出力 ● 排気量(ZZZ9.999)＋排気区分 1 無 半角 11 － － 空白 11 －

20 型式認定番号 ● 1 無 全角 15 － － 空白 11 －

21 年式 ● 例）令和○○年式 1 無 全角 6 － － 空白 11 －

22 型式 ● 1 無 半角 18 － － 空白 11 －

23 原動機型式 ● 1 無 全角 24 － － 空白 11 －

24 長さ ● 例）99.9cm 1 無 半角 11 － － 空白 11 －

25 幅 ● 例）99.9cm 1 無 半角 11 － － 空白 11 －

26 最高速度 ● 例）99.9km/h 1 無 半角 11 － － 空白 11 －

27 定置場 ● 1 無 全角 30 － ◯ － 11 －

28 軽自動車税申告年月日 ● 1 無 日付型 11 和暦 － － 11 －

25 廃車事由 ● 例）廃棄 1 無 半角 8 － － 空白 11 －

26 お問い合わせ先 お問い合わせ先 ● お問い合わせ先 1 無 全角 9 － － － 11 ー

27 担当部署 ● 例）●●●市役所　●民税課　課税係 1 有 全角 26 － － － 11 ー

28 郵便番号 ● 郵便番号
（「９９９－９９９９」形式）

1 無 全角 8 － － － 11 ー

29 所在地 ● 所在地 1 有 全角 26 － － － 11 ー

30 電話番号（内線番号） ● 電話番号（内線番号） 1 無 全角 26 － － － 11 ー

31 切り取り線 ● 「-----切り取り線-----」 1 無 全角 65 － － － 11 ー

32 譲渡証明書欄 証明書タイトル ● 譲渡証明書 1 無 半角 30 － － 空白 11 －

33 譲渡証明書本文 ● 例）上記の車両を確かに譲渡しました。 1 無 半角 60 － － 空白 11 －

34 譲渡年月日 ● 1 無 日付型 11 和暦 － － 11 － １行当たりの文字数は任意とす
る。

35 譲渡人（氏名） ● 枠のみを定義する。 － － － － － － － － －

36 譲渡人（住所） ● 枠のみを定義する。 － － － － － － － － －

37 譲受人（氏名） ● 枠のみを定義する。 － － － － － － － － －

38 譲受人（住所） ● 枠のみを定義する。 － － － － － － － － －

39 ただし書き（譲渡証明書欄について） ● 例）下記の欄は、この車両を譲渡するときに
記入してください。

1 無 半角 39/2 － ◯ 空白 11 －

40 切り取り線 ● 「-----切り取り線-----」 1 無 全角 65 － － 11 －

41 廃車申告受付書（自賠責保険解約用） 廃車申告受付書（自賠責保険解約用）本文 ● 例）この受付書は、自動車損害賠償責任保険
又は自動車損害賠償責任共済の契約を解除す
る際に必要ですから、大切に保存してくださ
い。

－ － － － － － － － －

※：単位は文字数。プリンターのハードや帳票印刷プログラムにより合致できない場合を考慮し、本値に近い文字数であれば可とする。

基本フォント
サイズ（ﾎﾟｲﾝ

ﾄ）

最小フォント
サイズ（ﾎﾟｲﾝ

ﾄ）
その他編集条件

諸元表

型 桁数/行※
和暦・西

暦
文字溢れ
の対応

内容
行数（繰
り返し）

折り返し
備考 データを保持し

ていない場合の
表示

廃車申告受付書
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枝番 機能名称 改定種別 機能ID 機能要件 実装区分 備考 要件の考え方・理由
第3.0版への改定理由

（第2.1版からの変更点）
適合基準日

1.3. J-LIS等との連携
1.3.1. 1 検査情報取込処理 修正 0130182 J-LISからの検査情報を取り込めること。

※J-LISからダウンロードするＣＳＶファイルをそのまま軽自動車税システムに取り込めること

実装必須機能 申告書の内容の適否を確認するうえで、J-LISを通じて提供される軽自動車検査情報(新車新規登録、移転登録、抹消登録等)を軽自
動車税システムに取込む機能は、事務の効率性の観点で有用と考えられるため、実装必須機能とする。

【第3.0版】にて、機能ID0130071から変更

軽自動車検査情報市区町村提供システムの文言をJ-LISに統一した。 令和8年4月1日

1.3.1. 2 0130072 全国軽自動車協会連合会からの検査情報を取り込めること。 標準オプション
機能

一部の団体では全国軽自動車協会連合会からの軽自動車検査情報(新車新規登録、移転登録、抹消登録等)を取り込んで当該事務を実
施しているため、こちらは標準オプション機能とする。

新規 全国軽自動車協会連合会からの検査情報を任意のレイアウトに加工した情報を取り込めること。 標準オプション
機能

一部の団体では全国軽自動車協会連合会からの軽自動車検査情報(新車新規登録、移転登録、抹消登録等)を各地方軽自動車協会が加
工した情報で取り込んで当該事務を実施しているため、こちらは標準オプション機能とする。
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